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はじめに
みどりの食料システム戦略とは
我が国の食料・農林水産業は、大規模自然災害・地球温暖化、生産者の減
少等の生産基盤の脆弱化・地域コミュニティの衰退、新型コロナを契機とした生
産・消費の変化などの政策課題に直面しており、将来にわたって食料の安定供給
を図るためには、災害や温暖化に強く、生産者の減少やポストコロナも見据えた農
林水産行政を推進していく必要があります。
このような中、健康な食生活や持続的な生産・消費の活発化やESG投資市
場の拡大に加え、諸外国でも環境や健康に関する戦略を策定するなどの動きが
見られます。今後、このようなSDGsや環境を重視する国内外の動きが加速して
いくと見込まれる中、我が国の食料・農林水産業においてもこれらに的確に対応し、
持続可能な食料システムを構築することが急務となっています。 このため、農林水
産省では、食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーションで実
現する「みどりの食料システム戦略」を策定しました。
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みどりの食料システム戦略（具体的な取組）
～食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーションで実現～

地産地消型エネルギーシステムの構築
改質リグニン等を活用した高機能材料の開発
食品残渣・汚泥等からの肥料成分の回収・活用
新たなタンパク資源（昆虫等）の利活用拡大

１.資材・エネルギー調達における脱輸入・
脱炭素化・環境負荷軽減の推進

（１）持続可能な資材やエネルギーの調達

調達

（２）地域・未利用資源の一層の活用に向けた取組

～期待される取組・技術～

（１）高い生産性と両立する持続的生産体系への転換
（２）機械の電化・水素化等、資材のグリーン化
（３）地球にやさしいスーパー品種等の開発・普及
（４）農地・森林・海洋への炭素の長期・大量貯蔵
（５）労働安全性・労働生産性の向上と生産者のすそ野の拡大
（６）水産資源の適切な管理

～期待される取組・技術～

電子タグ（RFID）等の技術を活用した商品・物流情報のデータ連携
需給予測システム、マッチングによる食品ロス削減
非接触で人手不足にも対応した自動配送陳列

3.ムリ・ムダのない持続可能な
加工・流通システムの確立

～期待される取組・技術～

加工・流通

（３）長期保存、長期輸送に対応した包装資材の開発

国産品に対する評価向上を通じた輸出拡大

4.環境にやさしい持続可能な
消費の拡大や食育の推進

（１）食品ロスの削減など持続可能な消費の拡大
（２）消費者と生産者の交流を通じた相互理解の促進
（３）栄養バランスに優れた日本型食生活の総合的推進
（４）建築の木造化、暮らしの木質化の推進
（５）持続可能な水産物の消費拡大
～期待される取組・技術～

生産

等

等 等

等

健康寿命の延伸に向けた食品開発・食生活の推進

雇用の増大
地域所得の向上
豊かな食生活の実現

農林業機械・漁船の電化等、脱プラ生産資材の開発
バイオ炭の農地投入技術
エリートツリー等の開発・普及、人工林資源の循環利用の確立
海藻類によるCO₂固定化（ブルーカーボン）の推進

外見重視の見直し等、持続性を重視した消費の拡大

（４）脱炭素化、健康・環境に配慮した食品産業の競争力強化

（１）持続可能な輸入食料・輸入原材料への切替えや
環境活動の促進

（２）データ・AIの活用等による加工・流通の合理化・適正化

（３）資源のリユース・リサイクルに向けた体制構築・技術開発

２.イノベーション等による持続的生産体制の構築

スマート技術によるピンポイント農薬散布、病害虫の総合
防除の推進、土壌・生育データに基づく施肥管理

消費

・持続可能な農山漁村の創造
・サプライチェーン全体を貫く基盤技術の
確立と連携（人材育成、未来技術投資）
・森林・木材のフル活用によるCO2吸収と
固定の最大化
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みどりの食料システム法のポイント
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○ 都道府県知事が、環境負荷低減に取り組む農林漁業者が作成する環境負荷低減事業活動実施計画を
認定し、認定された計画に基づく取組を税制・金融措置により支援。

環境負荷低減事業活動実施計画の認定スキーム
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○ 認定の対象となる農林漁業者の取組内容は、各都道府県が作成する基本計画の中で定められており、
有機農業や化学肥料・化学農薬の使用低減の取組のほか、温室効果ガスの排出削減や脱プラの取組など
環境にやさしい農林漁業の取組が幅広く認定の対象

①土づくり、化学肥料・化学農薬の使用低減（有機農業を含む。）

②温室効果ガスの排出量の削減 ③その他の活動（例）

堆肥の施用による土づくり

生分解性マルチの使用

「みどり認定」の対象となる農林漁業者の取組イメージ（環境負荷低減事業活動）

ヒートポンプと燃油暖房機のハイブリッド運転による
燃油使用量の削減 プラスチック資材の排出又は流出の抑制バイオ炭の農地への施用

ペースト肥料の活用

除草機等を活用した
除草剤（化学農薬）の使用低減

施肥マップに基づく可変施肥
（化学肥料の使用低減）
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みどりの食料システム法に基づく生産者の認定
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みどりの食料システム法に基づく生産者※の認定状況（令和７年３月末）
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J-クレジット制度
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J-クレジット制度
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「水稲栽培における中干し期間の延長」の取組の広がり＿１
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「水稲栽培における中干し期間の延長」の取組の広がり＿２

地域 面積(ha) シェア（%）
北海道 14,072 27.9%
東北 19,619 38.9%
関東 2,308 4.6%
北陸 10,624 21.1%
東海 1,716 3.4%
近畿 576 1.1%
中国四国 1,204 2.4%
九州 332.6 0.66%
沖縄 0 0%
合 計 50,452 100%

面積
地域 合計(件) シェア（%）

北海道 848 31.4%
東北 1,073 39.8%
関東 102 3.8%
北陸 504 18.7%
東海 50 1.9%
近畿 35 1.3%
中国四国 76 2.8%
九州 9 0.3%
沖縄 0 0.0%
合 計 2,697 100.0%

件数
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中干し期間延長の地域別取組状況

※令和６年産の取組
令和７年３月31日時点の聞き取り情報
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みえるらべる対象品目と登録件数等

【登録件数及び取得者数（東北）】（令和７年５月現在）
東北登録件数（取得者数） １２４（５５）
青森県 ２（２）、岩手県２１（１０）、宮城県４７（１３）
秋田県１７（９）、山形県１４（ ９）、福島県２３（１２）

【対象品目】（令和７年４月現在）
穀物：米（露地）
野菜：トマト（露地・施設）、きゅうり（露地・施設）、

なす（露地・施設）、ほうれんそう（露地）、白ねぎ（露地）、
たまねぎ（露地）、はくさい（露地）、キャベツ（露地）、
レタス（露地）、だいこん（露地）、にんじん（露地）、
アスパラガス（露地）、ミニトマト（施設）、いちご（施設）、
ピーマン（露地・施設）

果実：りんご（露地）、温州みかん（露地・施設）、
ぶどう（露地・施設）、日本なし（露地）、もも（露地）

いも：ばれいしょ（露地）、かんしょ（露地）
その他：茶（露地）
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有機農業・有機食品に関する消費者意識調査（令和５年度）１
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環境に対する認知度
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価格が高い

安心できる

健康によい

生産に手間

環境にやさしい

品質がよい

販売店が限定

栄養価が高い

形等が不ぞろい

鮮度がよい

有機・オーガニック食品のイメージ

東北

関東

(%)

１「有機」「オーガニック」の言葉の認知度

２生物多様性の保全や地球温暖化の防止に
効果があることの認知度

３「有機」「オーガニック」のイメージ

資料：農林水産省「有機農業・有機食品に関する消費者意識等（令和５年12月）」



0 20 40 60 80

価格が高い

購入店舗が少ない

欲しい商品が少ない

本当に有機か不明

身近に購入者がいない

一般と差がないと思う

賞味期限が短いと思う

見た目が良くない

有機食品を購入しない理由

東北

関東

(%)
0 20 40 60 80

安全だと思う

無農薬食品を食べたい

有機生産者の応援

環境保全に繋がる

家族に食べさせたい

農村活性化に繋がる

栄養があると思う

食味が良いと思う

有機食品を購入する理由

東北

関東

(%)
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４購入する価格目安

５購入する理由

１割増まで

44%

２割増まで

16%
３割増まで

4%

３割以上でも

2%

少しでも高いと

買わない

34%

購入価格意識（東北）有機農業・有機食品に関する消費者意識調査（令和５年度）２

６購入しない理由

資料：農林水産省「有機農業・有機食品に関する消費者意識等（令和５年12月）」



みどり投資促進税制対象機械カタログについて

カタログはこちらから
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